















































第一節において、ドイツ民法 829 条の全体を把握しようとしている。 
ドイツ民法 829 条の内容は次のように説明されている：不法行為責任は、原則として、






































































































































































































































































































釈による修正が行われている。なおロシア民法 1083 条 3 項とスイス債務法 44 条 2 項は、
窮迫に陥る加害者の救済を認めており、その理論の延長上に、窮迫に陥る被害者の救済、
即ち被害者に対する救済ないし扶助に基づく損害賠償責任の成立可能性が考えられる。し
たがって、以上の各国の規定はすべて公平責任が機能する場面として、公平責任に基づく
帰責の実態がすでに明白に現されているといえよう。 
第二節において、公平責任に基づく帰責原理について、本稿は一つの可能性を提言して
みた。 
つまり、ドイツの公平責任、オーストリアの公平責任そして中国の公平責任を一列に並
べて見ると、帰責原理である公平責任の本質とは、経済状況ないし負担能力を基礎として、
具体化された事由の共同の作用によりある者に損害賠償責任を帰する効力を生じさせる法
理である、と帰納することができる。中でも、専ら経済状況に基づく帰責を考えるならば、
被害者が損害の発生によって経済危機に陥る事情を考量して、それに基づき加害者に損害
賠償責任を帰することは可能であると考える。つまり、損害の発生によって経済危機に陥
る被害者に損害賠償責任者が救助を与えることである。そして、当然のことながら、扶助
義務は、基本的に客観的な過失、損害の重大さという事由とともに、責任無能力者の監督
者、受益者のような特別な関連性の下ではじめて帰責事由たる公平責任として機能する。
なぜならば、このような具体化された事由がない限り、当事者間に扶助義務の発生根拠が
認められないからである。 
 
むすびの概要 
「むすび」では、公平責任について本稿の意見を要約し、今後の課題を考えている。 
本稿は、全体にわたって、世界各国の損害賠償法に点在する公平責任という損失分担の
法理を調べてきた。 
公平責任が帰責原理として確立できるかを中心に問題の解明に努めたところ、まず、帰
責原理である「公平責任」の本質は、具体化された諸事由の共同の作用で帰責を図る法理
であることが明らかになった。具体的には、責任無能力者、責任無能力者の監督者、一時
的な責任無能力者、不法行為による受益者に対して、また、緊急避難者の損害賠償責任に
関する特別な場面において、経済状況に基づき損害賠償責任を帰することがあることは、
 11 
各国の法規定に関する考察によって確認された。そして、経済状況に基づく帰責について、
特別な扶助義務の存在がその根拠であり、帰責事由の本質であると捉えることができるこ
とも、明らかにできたといえよう。つまり、公平責任の発生の根拠は、具体化された事由
（具体的な場面）のもとで、損害の発生によって経済の危機に陥る当事者に対して当事者
間に扶助義務が発生することに求められるのである。 
 
今後の課題 
特別な扶助義務が生じる具体化された事由ないし具体的な場面は、各国の規定からいく
つか挙げられているが、公平責任の発生に関する扶助義務の具体化された内容とその適用
領域の広がりとをさらに厳密に分析することが今後の研究課題として残されている。また、
損害賠償責任者の経済状況も含めて、扶助義務を基礎とした当事者の経済状況に関する査
定に基づく損害賠償責任の範囲決定方法についても、各国の実務をさらに調査することが
一つの課題として残されている。 
 
以上 
